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（特許出願）  

第三十六条   特許を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなければならない。  

一   特許出願人の氏名又は名称及び住所又は居所  

二   発明者の氏名及び住所又は居所  

２   願書には，明細書，特許請求の範囲，必要な図面及び要約書を添付しなければならない。  

３   前項の明細書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一   発明の名称  

二   図面の簡単な説明  

三   発明の詳細な説明  

４   前項第三号の発明の詳細な説明の記載は，次の各号に適合するものでなければならない。  

一   経済産業省令で定めるところにより，その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者がその実施を

することができる程度に明確かつ十分に記載したものであること。  

二   その発明に関連する文献公知発明（第二十九条第一項第三号に掲げる発明をいう。以下この号において同じ。）の

うち，特許を受けようとする者が特許出願の時に知つているものがあるときは，その文献公知発明が記載された刊行

物の名称その他のその文献公知発明に関する情報の所在を記載したものであること。  

５   第二項の特許請求の範囲には，請求項に区分して，各請求項ごとに特許出願人が特許を受けようとする発明を特定

するために必要と認める事項のすべてを記載しなければならない。この場合において，一の請求項に係る発明と他の請

求項に係る発明とが同一である記載となることを妨げない。  

６   第二項の特許請求の範囲の記載は，次の各号に適合するものでなければならない。  

一   特許を受けようとする発明が発明の詳細な説明に記載したものであること。  

二   特許を受けようとする発明が明確であること。  

三   請求項ごとの記載が簡潔であること。  

四   その他経済産業省令で定めるところにより記載されていること。  

７   第二項の要約書には，明細書，特許請求の範囲又は図面に記載した発明の概要その他経済産業省令で定める事項を

記載しなければならない。 

出願・審査 p81～94 

１ 特許出願(36条) p83 

 (1) 願書 

(2) 明細書 

 実施可能要件 

 文献公知発明 

(3) 特許請求の範囲 p85 

 多項制 

 記載要件 

(4) 必要な図面 

(5) 要約書 

 

２ 審査 p88 

 (1) 出願審査請求 出願日から 3 年以内 

 (2) 出願公開 出願日から 1年 6 月経過後 p93 

(3) 補正 p90 

 補正の制限   

時期的制限 

 内容的制限 新規事項追加禁止 シフト補正禁止 

 目的限定  

独立特許要件 


